
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [114,950円]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.1%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

小美玉市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
　ここ６年間で連続した伸びを示し０．６６となっているが、類似団体平均を下回っているため、退職者不補充等による職員数の削減（３
年間で６％減）、投資的経費を抑制する等、歳出の徹底的な見直しを実施するとともに、収納特別対策室による税収の徴収率向上対
策（２年間で２％の向上）を中心とする歳入確保に努める。
【経常収支比率】
　退職者不補充等により職員数の削減を図っていることにより類似団体平均を下回っているが、生活保護・児童扶養手当受給世帯の
増加等に伴う福祉関係経費の増加により、比率は悪化することが懸念される（扶助費は対前年度比１．３％ポイント上昇）。また、人件
費に係るものが３５％前後と比較的高い水準にあるため、定員適正化計画に基づき職員数の削減など行財政改革の取組を通じて義
務的経費の削減に努め、現在の水準を維持する。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　類似団体と比較してやや下回っている。行財政改革の取組を通じて、前年度と比較して人件費は、５．５％（２５６百万円）減、物件費
は１３．２％（３００百万円）減となり改善されている。今後は、指定管理者制度の導入などにより委託化を進め、一層のコスト削減に努
める。
　

　

【ラスパイレス指数】
　給与体系の見直し基づき、全国市平均を下回るが、類似団体平均値となっている。今後も、地域の民間企業の平均給与の状況を踏ま
え、引き続き適正化に努める。
【人口１人当たり地方債現在高】
　過去の投資的経費を抑制した結果、類似団体平均を初め全国市町村平均および茨城県市町村平均を大きく下回っているが、今後、
予定されている合併特例債の発行により、類似団体平均を上回ることがないよう、大規模事業の整理を図りながら、地方債全体の抑制
に努める。
【実質公債費比率】
　過去からの起債抑制策により類似団体平均を初め各種指数は、下回っている。また、平成２２年度に四季健康館整備事業（総事業費２
６．１億円、うち地方債２３．１億円）に係る地方債の償還が完了するが、今後とも、住民ニーズ等を的確に把握した事業の取捨選択によ
り、引き続き抑制する。
【人口１０００人当たり職員数】
　依然として類似団体平均を上回っているが、主な理由としては、町村合併（平成１８年３月２７日）時に一部事務組合の職員をそのまま
引き継いだことに起因する。今後は、定員適正化計画に基づき退職予定者の状況を勘案しつつ、計画的な職員採用を行い、平成１７年
４月１日から平成２２年４月１日までの５年間に１５．４％（１０３人）減の目標値を掲げ職員数削減に努める。


